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工事検査管理費 ○ 53 33 2 ○ 7,426 0 0 7,426 ○ ○ 0

1 1 0 0 2 1 0 7,426 0 0 7,426 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

福井新元気宣言
における位置付け

平成
２２年度
予算額

 財源内訳同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類事業区分 事務区分 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類

事            業           名
事業
開始
年度

一般会計

平成22年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）工事検査課

会計区分

課・室名

経過
年数
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■
□ （ ）
□ （ ）

課 Ｇ・Ｔ

2 □ ■ 53 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 33 年 □

18年度  19年度  20年度  21年度

6,344 6,323 31,854 11,711

6,344 6,323 30,499 10,528

5,745 5,756 29,897 9,300

2304件 2271件 2077件 2063件

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　平成１６年４月から、各工事ごとの成績結果を事業者に通知している。
  平成１７年度以降の工事は、工事ごとの成績を四半期ごとに公表している。
　平成２０年１１月より工事成績評定システム導入を行う。
  平成２１年度より工事施行適正化検査を実施している。

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

　公共工事の発注件数が減少していることに伴い検査件数も減少しているが、災害発生時には復
旧関係工事の検査の増加が見込まれる。また、平成２１年度より工事施行適正化検査を年間１０
０件程度実施しており、工事の適正な施工を確保し、品質の向上が図られている。

予　算　額　（単位：千円）

所属の

方　針

□

検査件数

平成22年度予算額

7,426

　各工事ごとの成績結果を事業者に通知し、四半期ごとに公表することにより、検査業務における透明性の確保や事業者の公
平な競争が促進される。また、平成２０年度から総合評価落札方式の本格導入が始まり、これまで以上に正確な成績管理が必
要となってきているため、工事成績評定システムを運用し、成績の正確な管理と業務の効率化を図る。平成21年度からは、工
事施行適正化検査を実施しており、今後とも検査能力および検査効率の向上を図りながら継続していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

［活動指標、成果指標に対する評価］

結果分類

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

の推移 成果

75.9%

72%

（単位：千円）

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

継　　続

78%

平均伸び率

会計 工事検査

工事検査管理費 含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

局

実行予算

補 助 金

そ の 他

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

指標

□■

□

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

7,426

Ⅲ

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

完　　了

縮　　減

△3.4%

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

2005件

22年度

7,426

7,426

5,764

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　　・県の発注した工事の完成検査、一部完成検査・中間検査および工事施行適正化検査を厳正かつ適正に行う。
　　・工事成績評定システムを運用し、公共工事行政情報システムとデータ連携することにより、工事成績の正確な管理と業務の効率化を図る。

　　・知事名契約および請負金額２，０００万円以上の工事の完成検査・中間検査・工事施行適正化検査に要する経費
　　・工事成績評定システムの運用経費

[予算額および指標の推移等]
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